
　令和５年度の後期高齢者医療保険料が決定しましたので、７月10日（月）以降に後期高齢者医療保険料額決
定通知書と納付書（口座振替の方を除く）を郵送します。納期限までの納付にご協力をお願いします。なお、特
別徴収（年金から天引き）の方には、「後期高齢者医療保険料（特別徴収）のお知らせ」を郵送します。

後期高齢者医療保険料後期高齢者医療保険料のの保険料額決定通知書保険料額決定通知書を郵送しますを郵送します

【問い合わせ】
保険課医療保険担当（☎282-1711 内線1134･1135）後期高齢者医療制度 被保険者の皆さんへ

　後期高齢者医療保険制度への加入前に「会社などの健康保険の被扶養者」であった方は、加入後２年間に限り
均等割額が５割軽減され、所得割額の負担はありません。※「所得の低い方に対する均等割額の軽減」の対象と
なる方は、軽減割合の高い方（７割軽減）が優先されます。

■「会社などの健康保険の被扶養者」であった方には軽減期間があります

　後期高齢者医療保険料額は、被保険者一人ひとりに均等に賦課される「均等割額」と所得に応じて負担する「所
得割額」の合計です。令和５年度の均等割額は４万6,000円（令和４年度と同額）で、世帯の総所得金額等に応
じて均等割額が軽減されます（下表４参照）。なお、軽減の判定には所得の申告が必要です。

■所得の低い方に対して均等割額の軽減が適用されます（判定には所得の申告が必要）

【表４ 軽減の対象となる所得の基準額】

軽減の割合 世帯（被保険者と世帯主）の総所得金額等 軽減後の均等割額

７割軽減 43万円＋「10万円 × （給与所得者等の数 -１）」以下の世帯 １万3,800円

５割軽減 43万円＋「10万円 × （給与所得者等の数 -１）」＋「29万円 × 世帯の被保険者数」以下の世帯 ２万3,000円

２割軽減 43万円＋「10万円 × （給与所得者等の数 -１）」＋「5３万5,000円 × 世帯の被保険者数」以下の世帯 ３万6,800円

※▽収入が公的年金の方は、年金収入額から公的年金控除（年金収入額が330万円未満は110万円）を差し引き、65歳以上の方は、
さらに高齢者特別控除（15万円）を差し引いて判定します。▽給与所得者等の数とは、給与所得を有する者と公的年金等に係
る所得を有する者の数の合計数になります。

▼
国
保
税
の
納
付（
支
払
い
）は
原
則
と
し
て
口
座
振
替

で
す
。

　
　

平
成
28
年
度
か
ら
口
座
振
替
が
原
則
と
な
り
ま
し

た（
年
金
に
よ
る
特
別
徴
収
の
方
を
除
く
）。

▼
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
納
付（
支
払
い
）も
、
納

付
に
行
く
手
間
が
省
け
、納
め
忘
れ
の
心
配
の
な
い
、

口
座
振
替
が
お
す
す
め
で
す
。

▼
昨
年
度
ま
で
特
別
徴
収（
年
金
天
引
き
）さ
れ
て
い
た

方
で
、
今
年
度
分
の
納
付
書（
国
保
税
ま
た
は
後
期

高
齢
者
医
療
保
険
料
）が
届
い
た
場
合
は
、
納
付
書

で
納
め
て
く
だ
さ
い
。

▼
納
期
限
ま
で
に
納

付
で
き
な
い
事
情

が
あ
る
と
き
は
ご

相
談
く
だ
さ
い
。

～
納
付
に
関
す
る
お
願
い
～

～
納
付
に
関
す
る
お
願
い
～

▼
役
場
で
口
座
振
替
の
申
し
込
み
が
で
き
ま
す
。

　
　

口
座
振
替
の
登
録
が
お
済
み
で
な
い
方
は
、
銀

行
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド（
暗
証
番
号
入
力
）が
あ

れ
ば
、
役
場
で
口
座
振
替
の
申
し
込
み
が
で
き
ま

す
。第
１
期
分
か
ら
の
口
座
振
替
を
希
望
す
る
方
は
、

　

７
月
20
日（
木
）ま
で
に
保
険
課（
役
場
行
政
棟
１
階
）

で
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

「安心･安全･確実」な口座振替が便利です！
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